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     総 務 委 員 会 資 料  

経営室行政監理担当  

 

（第１９号議案） 

 

中野区の債権の管理に関する条例（平成１７年中野区条例第４１号）新旧対照表 
改正案 現行 

第１条～第４条 （略） 第１条～第４条 （略） 

（債権の放棄） （債権の放棄） 

第５条 区長は、区の債権（地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２３１条の３第３項に規定す

る歳入に係る区の債権を除く。）について、次の

各号のいずれかに該当するときは、当該区の債権

及びこれに係る既に発生した履行の遅滞に係る

損害賠償金その他の徴収金（当該区の債権及びこ

れに係る既に発生した履行の遅滞に係る損害賠

償金その他の徴収金の合計額が１，０００，００

０円以下のものに限る。）を放棄することができ

る。 

第５条 区長は、区の債権（地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２３１条の３第３項に規定す

る歳入に係る区の債権を除く。第２号を除き、以

下同じ。）について、次の各号のいずれかに該当

するときは、当該区の債権及びこれに係る既に発

生した履行の遅滞に係る損害賠償金その他の徴

収金（当該区の債権及びこれに係る既に発生した

履行の遅滞に係る損害賠償金その他の徴収金の

合計額が１，０００，０００円以下のものに限

る。）を放棄することができる。 

⑴ 当該区の債権（消滅時効について時効の援用

を要しないものを除く。以下この号において同

じ。）について消滅時効が完成し、かつ、次の

いずれかに該当するとき。 

⑴ 当該区の債権について消滅時効が完成し、か

つ、次のいずれかに該当するとき。 

ア・イ （略） ア・イ （略） 

⑵ （略） ⑵ （略） 

⑶ 破産法（平成１６年法律第７５号）第２５３

条第１項、会社更生法（平成１４年法律第１５

４号）第２０４条第１項その他の法令の規定に

より債務者が当該区の債権につきその責任を免

れたとき。 

 

 ⑷ 法人である債務者が破産法第２１６条又は第

２１７条の規定による破産手続廃止の決定を受

け、当該決定が確定したとき。 

 

第６条 （略） 第６条 （略） 

附 則 （略） 附 則 （略） 

  

附 則  

 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。  

 


